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業 務 委 託 契 約 書（ 案）  
 
 
１  業務の名称 令和７ 年度特定廃棄物埋立処分事業に係る モ ニ タ リ ン グ 業務 
 
２  委 託 期 間 令和７ 年 月  日か ら 令和８ 年３ 月３ １ 日ま で  
 
３  委  託  料 金     円 

（ う ち 取引に係る 消費税及び地方消費税の額 
 金    円）  

 
 
 上記業務につい て 、 委託者 福島県を 甲と し 、 受託者     を 乙と し て 、 次のと お
り 委託契約を 締結する 。  
 
 
（ 委託業務の仕様等）  
第１ 条 乙は、 別紙の 仕様書に従い 、 契約書に記載さ れて いる 委託業務を 履行し な け れば

な ら な い。  
２  仕様書に明示さ れな いも ので必要な 事項につい て は、 甲乙協議し て こ れを 定める 。  
３  そ の他軽微な も の について は、 甲の 指示に従う も のと する 。  
 
（ 契約保証金） （ 注： 乙の 契約保証金免除資格の 有無に よ り 条文が 異な る 。 ）  
（ 契約保証金が 免除と な る 場合）  

第２ 条 甲は、 福島県財務規則（ 昭和39年福島県規則第17号） 第229条第１ 項第 号の 規
定によ り 乙が納入し な け ればな ら な い契約保証金の 納付を 免除する 。  

（ 契約保証金が 免除と な ら な い 場合）  

第２ 条 契約保証金は金    円と する 。  
 
（ 権利義務譲渡等の禁止）  
第３ 条 乙は、 甲の承認を 得な いで こ の 契約によ っ て 生ずる 権利、 義務を 第三者に譲渡

し 、 委任し 、 又は下請け さ せて はな ら な い。  
 
（ 一括再委託の禁止）  
第４ 条 乙は、 委託業務の全部を 一括し て 第三者に 再委託し 、 又は請け 負わせる こ と がで

き な い。 た だし 、 委託業務を 効率的に行う 上で必要と 思われる 業務について は、 あ ら か
じ め甲と 協議の上、 業務の一部（ 総事業費の ５ 割以下） を 委託する こ と がで き る 。  

２  乙は、 委託業務の 一部を 再委託する と き は、 再委託し た 業務に伴う 当該第三者（ 以下
「 再委託者」 と い う 。 ） の行為について 、 甲に対し て すべて の責任を 負う も のと する 。  

３  乙は、 委託業務の 一部を 再委託する と き には、 乙がこ の契約を 遵守する た めに必要な
事項について 、 再委託者と 約定を し な け ればな ら な い。  

４  甲は乙に対し て 、 再委託者の商号又は名称そ の 他必要な 事項の通知を 請求する こ と が
でき る 。  

 
（ 主任技術者）  
第５ 条 乙は、 委託業務を 主と し て 担当する 職員（ 以下｢主任技術者」 と いう 。 ） を 定

め、 そ の氏名そ の 他必要な 事項を 書面で 甲に 通知し な け ればな ら な い。 主任技術者を 変
更し た と き も 同様と する 。  

 
（ 委託業務の内容の変更）  
第６ 条 甲は、 必要と 認める と き に は、 委託業務の 内容を 変更し 、 又は一時中止さ せる こ

と がで き る 。 こ の 場合において 、 委託料の金額又は履行期限を 変更する 必要があ る と き
は、 甲乙協議し て 書面によ り こ れを 定める 。  

２  前項の場合に おい て 、 乙が損害を 受け た と き に は、 乙は甲に対し て 損害の賠償を 請求
する こ と ができ る 。 こ の場合の賠償額につい て は、 甲乙協議し て こ れを 定める 。  



 - 2 -

３  消費税法等の 改正等によ り 消費税率に変動が生じ た 場合は、 相当額を 加減し た 額を 契
約金額に変更する 。  

 
（ 乙の請求によ る 履行期限の延長）  
第７ 条 乙は、 天災等そ の責めに帰する こ と ができ な い事由によ り 履行期限ま でに委託業

務を 完了する こ と がで き な いこ と が 明ら かに な っ た と き は、 甲に対し て 遅滞な く 、 そ の
事由を 付し て 書面によ り 履行期限の 延長を 求める こ と がで き る 。 た だし 、 そ の延長日数
は甲乙協議し て 定める 。  

 
（ 損害負担）  
第８ 条 委託業務の実施に関し て 発生し た 損害（ 第三者に 与え た 損害を 含む。 ） のた めに

生じ た 必要な 経費は、 乙の負担と する 。 た だ し 、 そ の損害が甲の責めに帰する 事由によ
る 場合において は、 そ の損害のた め 生じ た 経費は、 甲が負担する も のと し 、 そ の金額は
甲乙協議し て 定め る 。  

 
（ 委託業務の着手及び検査、 引渡し ）  
第９ 条 乙は、 委託業務に着手し た と き は、 甲に対し 遅滞な く 業務着手届を 提出し な け れ

ばな ら な い。  
２  乙は、 委託業務が 完了し た と き は、 甲に対し 遅滞な く 業務完了報告書に成果品及びそ

の目録を 添え て 提出し な け ればな ら な い。  
３  甲は、 前項の 業務完了報告書を 受理し た と き に は、 そ の日か ら 起算し て 10日以内に提

出さ れた 成果品に つい て 検査を し な け ればな ら な い 。  
４  前項の検査の 結果不合格と な り 、 成果品につい て 訂正を 命ぜら れた と き は、 乙は、 遅

滞な く 当該の訂正を 行う も のと し 、 こ れに要する 経費は乙の負担と する 。  
５  乙は、 前項の 規定によ り 命ぜら れた 訂正を 完了し た と き は、 甲へ訂正完了の届を 提出

し て 検査を 受け な け ればな ら な い。 こ の場合の再検査の期日について は、 第３ 項の規定
を 準用する 。  

 
（ 委託料の支払い ）  
第10条 乙は、 前条第３ 項又は第５ 項の 規定によ る 検査に 合格し た と き は、 所定の手続き

に従っ て 委託料の 支払いを 請求する こ と がで き る 。  
２  甲は、 前項の 規定によ る 支払い の請求があ っ た と き に は、 受理日か ら 起算し て 30日以

内に支払う も のと する 。  
 
（ 乙の責めに帰すべき 事由によ る 履行期限の延長及び遅延利息等）  
第11条 乙の 責めに帰すべき 事由に よ り 履行期限ま で に委託業務を 完了で き な い場合にお

いて 、 甲が認める 期間ま で委託業務を 完了する 見込みがあ る と 認めた と き は、 甲は、 乙
から 遅延利息を 徴収し て 当該期限を 延長する こ と が でき る 。  

２  甲は、 前項の 規定によ り 履行期限を 延長する こ と と し た と き は、 そ の旨を 乙に通知す
る と と も に、 当該期限の延長に関する 契約を 乙と の 間に締結する も のと する 。  

３  第１ 項の遅延利息は、 当初の履行期限（ 第６ 条第１ 項及び第７ 条の規定によ る 履行期
限の変更があ っ た と き は、 そ の期限と する 。 ） から 延長後の履行期限ま での期間の日数
に応じ 、 委託金額に年2. 5％の 割合で 計算し た 額（ 当該額に1 0 0円未満の端数があ る と
き 、 又はそ の金額が100円未満であ る と き は、 そ の端数全額を 切り 捨て る 。 ） と する 。  

４  甲の責めに帰すべき 事由によ り 第10条第２ 項の 規定に よ る 委託料の支払いが遅れた と
き は、 乙は、 甲に 対し て そ の遅延期間の日数に応じ 、 委託料の金額に年2. 5％の割合で
計算し た 額（ 当該額に 100円未満の端数があ る と き 、 又はそ の 金額が100円未満であ る と
き は、 そ の端数全額を 切り 捨て る 。 ） の遅延利息の 支払いの請求を する こ と がで き る 。  

５  第１ 項の遅延利息及び前項の遅延利息の額の計算につき 、 第３ 項及び第４ 項の規定に
定める 年当り の割合は、 閏年の日を 含む期間につい て も 、 365日当り の割合と する 。  

 
（ 契約の解除）  
第12条 甲は、 次の各号のいずれか に該当する と き は、 こ の契約を 解除する こ と がで き  
 る 。  
 一 正当な 理由な く 、 業務に着手すべき 期日を 過ぎ て も 業務に着手し な いと き 。  
 二 乙の責めに 帰すべき 事由によ り 、 履行期限内に業務が完了し な いと 明ら かに認めら
  れる と き 。  
 三 暴力団( 暴力団員によ る 不当な 行為の 防止等に関する 法律( 平成３ 年法律第 77 号)
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  第２ 条第２ 号に規定する 暴力団を い う 。 以下こ の条に おいて 同じ 。 ) 又は暴力団員( 暴
  力団員によ る 不当な 行為の防止等に 関する 法律第２ 条第６ 号に規定する 暴力団員を い
  う 。 以下こ の 条に おいて 同じ 。 ) が経営に実質的に関与し て いる と 認めら れる 者若し
  く は社会的非難関係者( 福島県暴力団排除条例施行規則( 平成 23 年福島県公安委員会
  規則第５ 号) 第４ 条各号に該当する 者) に契約代金債権を 譲渡し た と き 。  
 四 乙が次のい ずれかに該当する と き 。  

 ア  役員等（ 乙が個人であ る 場合にはそ の 者そ の 他経営に実質的に関与し て いる 者 
  を 、 乙が法人であ る 場合にはそ の 役員、 そ の支店又は常時契約を 締結する 事務所の
  代表者そ の他経営に 実質的に関与し て いる 者を いう 。 以下こ の号において 同じ 。 ）
  が、 暴力団又は暴力団員であ る と 認め ら れる と き 。  

 イ  役員等が、 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を 図る 目的又は第三者に損害
   を 加え る 目的を も っ て 、 暴力団又は暴力団員を 利用する な ど し て いる と 認め ら れ
  る と き 。  

  ウ  役員等が 、 暴力団又は暴力団員に対し て 資金等を 供給し 、 又は便宜を 供与する
  な ど 直接的あ る い は積極的に暴力団の維持、 運営に協力し 、 若し く は関与し て い
  る と 認めら れる と き 。  

  エ  役員等が 、 暴力団又は暴力団員であ る こ と を 知り な がら こ れを 不当に利用する
  な ど し て いる と 認めら れる と き 。  

  オ  役員等が 、 暴力団又は暴力団員と 社会的に 非難さ れる べき 関係を 有し て いる と
  認めら れる と き 。  

  カ  下請契約又は資材、 原材料の購入契約そ の 他の契約に当た り 、 そ の相手方がア
  か ら オま で のいずれか に該当する こ と を 知り な がら 、 当該者と 契約を 締結し た と
  認めら れる と き 。  

  キ  乙が、 ア から オま で のいずれか に該当する 者を 下請契約又は資材、 原材料の購
  入契約そ の他の契約の相手方と し て いた 場合（ カ に該当する 場合を 除く 。 ） に、
  甲が乙に対し て 当該契約の解除を 求め、 乙がこ れに従わな かっ た と き 。  

五 前号のいずれかに 該当する 場合を 除く ほ か、 こ の契約に違反し 、 そ の違反によ っ
て 、 契約の目的を 達する こ と ができ な い と 甲が認める 場合。  

 
（ 契約が解除さ れた 場合等の違約金）  
第13条 甲は、 次の各号のいずれか に該当する 場合におい て は、 乙に対し て 違約金と し て
 契約金額又は契約解除部分相当額の 10 分の１ に 相当する 金額を 請求する こ と がで き  
 る 。  
 ま た 、 契約解除によ り 、 甲に損害が生じ た 場合、 乙に対し て 甲が算定する 損害額を 請求
 する こ と ができ る 。 た だし 、 天災地変、 不可抗力等乙の 責めに帰すこ と のでき な い事由
 によ る 解除の場合は、 こ の限り で な い 。  
 一 前条の規定によ り こ の契約の 全部又は一部が 解除さ れた と き 。  
 二 乙がそ の債務の 履行を 拒否し 、 又は、 乙の責めに帰すべき 事由によ っ て 乙の債務に
  ついて 履行不能と な っ た と き 。  
２  次の各号に掲げる 者がこ の契約を 解除し た 場合は、 前項第二号に該当する 場合と みな
 すも のと する 。  
 一 乙について 破産手続開始の決定が あ っ た 場合におい て 、 破産法（ 平成16年法律第 
  75号） の 規定に よ り 選任さ れた 破産管財人。  
 二 乙について 更生手続開始の決定が あ っ た 場合におい て 、 会社更生法（ 平成14年法律
  第154号） の規定によ り 選任さ れた 管財人。  
 三 乙について 再生手続開始の決定が あ っ た 場合におい て 、 民事再生法（ 平成11年法律
  第225号） の規定によ り 選任さ れた 再生債務者等。  
３  第１ 項の規定にか かわら ず、 乙の責めに帰すべき 事由によ り 第11条の規定に基づく 委

託期間の延長があ っ た 場合において 、 甲が前条の規定によ り 契約を 解除し た と き は、 乙
は、 第１ 項の違約金に 当初の委託期間が満了する 日の翌日から 甲が契約解除の通知を 発
し た 日（ 乙から 解除の 申出があ っ た と き は、 甲がこ れを 受理し た 日） ま での期間の日数
に応じ 、 契約金額又は契約解除部分相当額に 年2. 5％の割合で 計算し た 額を 加え た 金額
を 違約金と し て 甲に納付し な け ればな ら な い 。  
 

（ 談合そ の他不正行為によ る 損害賠償）  
第14条 甲は、 乙が次の各号のいずれか に該当する と き は、 第12条に規定する 契約の解除
 を する か否かを 問わ ず、 賠償金と し て 、 契約金額の 10 分の２ に相当する 額を 請求し 、
 乙はこ れを 納付し な け ればな ら な い。 た だし 、 第１ 号又は第２ 号のう ち 命令の対象と な
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 る 行為が私的独占の 禁止及び公正取引の確保に関する 法律（ 昭和22年法律第54号。 以下
 「 独占禁止法」 と い う 。 ） 第２ 条第９ 項の規定に 基づく 不公正な 取引方法（ 昭和57年公
 正取引委員会告示第15号） 第６ 項で規定する 不当廉売に あ た る 場合そ の他甲が特に認め
 る 場合はこ の限り で な い。  
 一 公正取引委員会が、 乙に違反行為があ っ た と し て 、 独占禁止法第49条の規定によ る  
  排除措置命令を 行い、 当該排除命令が確定し た と き 。  
 二 公正取引委員会が、 乙に違反行為があ っ た と し て 、 独占禁止法第62条第１ 項の規定 
  によ る 課徴金の納付命令を 行い 、 当該納付命令が確定し た と き 。  
 三 乙（ 乙が法人の 場合にあ っ て は、 そ の役員又は使用人） に対し 、 刑法（ 明治 40 年
  法律第 45 号） 第 96 条の６ 又は同法第 198 条の規定によ る 刑が確定し た と き 。  
２  前項の規定は、 こ の契約の履行が完了し た 後に おいて も 適用する も のと する 。 な お、
 甲が受け た 損害額が 前項の規定に よ り 計算し た 賠償額の 額を 超え る 場合において 、 甲 
 は、 そ の超過分に対し て 賠償を 請求する こ と がで き る も のと し 、 乙はこ れに応じ な け れ
 ばな ら な い。  
 
（ 契約不適合責任）  
第15条 甲は、 引き 渡さ れた 成果品が種類又は品質に関し て 契約の内容に適合し な いも の

（ 以下「 契約不適合」 と いう 。 ） で あ る と き は、 乙に対し 、 成果品の補修又は代替品の
引渡し によ る 履行の追完を 請求する こ と がで き る 。  

２  前項の場合に おい て 、 乙は、 甲に不相当な 負担を 課する も ので な いと き は、 甲が請求
し た 方法と 異な る 方法によ る 履行の 追完を する こ と ができ る 。  

３  第１ 項の場合において 、 甲が相当の 期間を 定め て 履行の追完の催告を し 、 そ の期間内
に履行の追完がな いと き は、 甲は、 そ の不適合の程度に応じ て 代金の減額を 請求する こ
と がで き る 。 た だ し 、 次の各号のい ずれかに 該当する 場合は、 催告を する こ と な く 、 直
ち に代金の減額を 請求する こ と がで き る 。  

 一 履行の追完が不能で あ る と き 。  
 二 乙が履行の 追完を 拒絶する 意思を 明確に表示し た と き 。  
 三 成果品の性質又は当事者の意思表示によ り 、 特定の 日時又は一定の期間内に履行し

な け れば契約を し た 目的を 達する こ と が でき な い場合において 、 乙が履行の追完を し
な いで そ の時期を 経過し た と き 。  

 四 前三号に掲げる 場合のほか、 甲が こ の項に規定する 催告を し て も 履行の追完を 受け
る 見込みがな いこ と が 明ら かであ る と き 。  

 
（ 遅延利息等の相殺）  
第16条 こ の契約に基づく 遅延利息、 違約金又は賠償金と し て 、 甲が乙か ら 徴収すべき 金

額があ る と き は、 甲はこ れを 物品の 代金と 相殺し 、 な お不足が生ずる と き は更に追徴す
る こ と がで き る 。  

２  甲は、 こ の契約に 基づき 甲が乙に対し て 有する 遅延利息、 違約金及び賠償金にか かる
債権につき 、 そ の 保全上必要があ る と き は、 乙に対し 、 そ の業務若し く は資産の状況に
ついて 質問し 、 帳簿書類そ の他の物件を 調査し 、 又は参考と な る べき 報告若し く は資料
の提出を 求める こ と が でき る 。  

３  甲は、 乙が前項の 規定に違反し て 質問に対する 応答、 報告等を せず、 若し く は虚偽の
応答、 報告等を し 、 又は調査を 拒み、 妨げ、 若し く は忌避し た と き は、 当該債権の全部
又は一部について 、 履行期限を 繰り 上げる こ と がで き る 。  

 
（ 報告の徴収等）  
第17条 甲は、 必要と 認める と き は、 乙に対し て 業務の履行について 調査し 又は報告を 求

める こ と ができ る 。  
２  乙は、 甲から 業務の履行につい て 調査、 報告の 求めが あ っ た と き は、 こ れに応じ な け

ればな ら な い。  
 
（ 機密の保持）  
第18条 乙は、 本件の 業務上知り 得た 委託業務の内容を 、 本契約期間はも と よ り 、 本契約

終了後も いっ さ い 第三者に漏ら し て はな ら な い。  
 
（ 個人情報の保護）  
第19条 乙は、 こ の契約によ る 業務を 行う た め、 個人情報を 取り 扱う に当た っ て は、 個人

情報の保護に関する 法律（ 平成15年法律第57号) 及び別記｢個人情報取扱特記事項｣を 遵



 - 5 -

守し な け ればな ら な い 。  
 
（ 著作権の帰属）  
第20条 乙は、 こ の契約に基づき 作成し た 成果物（ 以下「 成果物」 と いう 。 ） の著作権を

著作権法（ 昭和45年法律第48号） 第27条及び第28条に基づく 権利を 含めて 、 甲に無償譲
渡する も のと する 。  

２  前項の規定に かか わら ず、 成果物中にこ の契約前から 乙が著作権を 有する も の（ 以下
「 乙著作物」 と い う 。 ） が含ま れて いる 場合は、 乙著作物の著作権は甲に譲渡さ れな い
も のと する 。  

３  乙は、 成果物に関する 著作者人格権を 行使し よ う と する と き は、 あ ら か じ め甲の承諾
を 受け な け ればな ら な い。  

 
（ 協議事項）  
第21条 こ の契約に定めのな い事項及びこ の契約に 定める 事項に関する 疑義について は、

必要に応じ 、 甲乙協議し て 定める 。  
 
（ 紛争の解決方法）  
第22条  前条の規定に よ る 協議が整わな い場合、 こ の契約に関する 一切の紛争に関し て

は、 甲の所在地を 管轄と する 裁判所を 第一審の専属的合意管轄裁判所と する 。  
 

 

 
上記の契約の証と し て 本書２ 通を 作成し 、 当事者記名押印の上、 そ れぞれ１ 通を 保有す

る 。  
 
 
  令 和 ７ 年  月   日 
 
      委託者  
      （ 甲） 福島県福島市杉妻町２ 番１ ６ 号 
          
         福島県 
 
         福島県知事 内堀 雅雄 
 
 
 
      受託者  
      （ 乙） （ 住所）             
          
         （ 名称）             
 
         （ 代表者名）          
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別記 

個人情報取扱特記事項 

  （ 基本的事項）  

 第１  乙は、 こ の契約によ る 業務（ 以下「 業務」 と いう 。 ） を 行う に当た っ て は、 個人

の権利利益を 侵害する こ と のな いよ う 個人情報を 適正に取り 扱わな け ればな ら な い。  

   （ 秘密の保持）  

 第２  乙は、 業務に関し て 知り 得た 個人情報を みだり に他人に知ら せ、 又は不当な 目的

に使用し て はな ら な い。 な お、 こ の契約が終了し た 後において も 、 同様と する 。  

 ２  乙は、 業務に従事し て いる 者に対し 、 当該業務に関し て 知り 得た 個人情報を そ の在

職中及び退職後において みだり に他人に知ら せ、 又は不当な 目的に使用し て はな ら な

いこ と な ど 個人情報の保護に関し て 必要な 事項を 周知さ せる も のと する 。  

  （ 収集の制限）  

 第３  乙は、 業務を 行う た めに個人情報を 収集する と き は、 当該業務の目的を 達成する

た めに必要な 範囲内で、 適法かつ公正な 手段によ り 収集し な け ればな ら な い。  

   （ 目的外利用・ 提供の禁止）  

 第４  乙は、 甲の指示又は承諾があ る と き を 除き 、 業務に関し て 知り 得た 個人情報を 契

約の目的以外に利用し 、 又は第三者に提供し て はな ら な い。  

  （ 安全管理措置）  

 第５  乙は、 甲よ り 個人情報の取扱いの委託を 受け た 場合、 行政機関等と 同様の安全管

理措置を 講ずる 必要があ る こ と から 、 業務に関し て 知り 得た 個人情報の漏え い、 滅失

及び毀損の防止そ の他の個人情報の適切な 管理のた めに、 個人情報の保護に関する 法

律（ 平成15年法律第57号） 及び「 個人情報の保護に関する 法律について のガ イ ド ラ イ

ン （ 行政機関等編） 」 に基づき 必要かつ適切な 措置を 講じ な け ればな ら な い。  

   （ 複写・ 複製の禁止）  

 第６  乙は、 甲の承諾があ る と き を 除き 、 業務を 行う た めに甲から 引き 渡さ れた 個人情

報が記録さ れた 資料等を 複写し 、 又は複製し て はな ら な い。  

  （ 作業場所の指定等）  

 第７  乙は、 業務のう ち 個人情報を 取り 扱う 部分（ 以下「 個人情報取扱事務」 と い

う 。 ） について 、 甲の指定する 場所で行わな け ればな ら な い。  

 ２  乙は、 甲の指示又は承諾があ る と き を 除き 、 前項の場所から 業務に関し 取り 扱う 個

人情報が記録さ れた 資料等を 持ち 出し て はな ら な い。  
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  （ 資料等の返還等）  

 第８  乙は、 業務を 行う た めに甲から 提供を 受け 、 又は自ら が収集し た 個人情報が記録

さ れた 資料等を こ の契約の終了後直ち に甲に返還し 、 若し く は引き 渡し 、 又は消去

し 、 若し く は廃棄し な け ればな ら な い。 た だし 、 甲が別に指示し た と き は、 こ の限り

でな い。  

 ２  乙は、 前項の規定によ り 電子記録媒体に記録さ れた 個人情報を 消去又は廃棄する 場

合は、 当該個人情報が復元でき な いよ う に確実に消去又は廃棄し な け ればな ら な い。  

 ３  乙は、 第１ 項の規定によ り 個人情報を 消去又は廃棄し た 場合は、 当該個人情報の消

去又は廃棄を 行っ た 日時、 担当者名及び方法を 記載し た 報告書を 甲に提出し 、 確認を

受け な け ればな ら な い。  

   （ 事故発生時におけ る 報告等）  

 第９  乙は、 個人情報の漏え い、 滅失、 毀損そ の他の事態及びこ の契約に違反する 事態

が生じ 、 又は生ずる おそ れがあ る こ と を 知っ た と き は、 速やかに甲に報告し な け れば

な ら な い。  

 ２  乙は、 前項によ り 報告を 行う 場合には、 併せて 被害の拡大防止等の必要な 措置を 講

じ る と と も に、 情報漏え い等に係る 対応について 甲の指示に従う も のと する 。  

  （ 調査監督等）  

 第10  甲は、 乙におけ る 契約内容の遵守状況等について 実地に調査し 、 又は乙に対し て

必要な 報告を 求める な ど 、 乙の個人情報の管理について 必要な 監督を 行う こ と ができ

る 。  

 ２  乙は、 前項におけ る 報告について 、 甲が定期的な 報告を 求める 場合にはこ れに応じ

な け ればな ら な い。  

  （ 指示）  

 第11 甲は、 乙が業務に関し 取り 扱う 個人情報の適切な 管理を 確保する た めに必要な 指

示を 行う こ と ができ る 。  

  （ 再委託の禁止）  

 第12 乙は、 甲の承諾があ る と き を 除き 、 個人情報取扱事務を 第三者（ 再委託先が子会

社（ 会社法（ 平成17年法律第86号） 第２ 条第１ 項第３ 号に規定する 子会社を いう 。 ）

であ る 場合を 含む。 以下次項において 同じ 。 ） に委託し て はな ら な い。  

 ２  乙は、 甲の承諾に基づき 個人情報取扱事務を 第三者に委託する と き は、 こ の契約に

よ り 乙が負う 個人情報の取扱いに関する 義務を 再委託先にも 遵守さ せな け ればな ら な
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い。  

  （ 労働者派遣契約）  

 第13 乙は、 保有個人情報の取扱いに係る 業務を 派遣労働者によ っ て 行わせる 場合に

は、 労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する 事項を 明記し な け

ればな ら な な い。  

  （ 損害賠償）  

 第14 乙又は乙の従事者（ 乙の再委託先及び乙の再委託先の従事者を 含む。 ） の責めに

帰すべき 事由によ り 、 業務に関する 個人情報の漏え い、 不正利用、 そ の他の事故が発

生し た 場合、 乙はこ れによ り 第三者に生じ た 損害を 賠償し な け ればな ら な い。  

 ２  前項の場合において 、 甲が乙に代わっ て 第三者の損害を 賠償し た 場合には、 乙は遅

滞な く 甲の求償に応じ な け ればな ら な い。  

  （ 契約解除）  

 第15 業務に関する 個人情報について 、 乙によ る 取扱いが著し く 不適切であ る と 甲が認

めた と き は、 甲はこ の契約の全部又は一部を 解除する こ と ができ る 。 こ の場合の違約

金は契約書本文の定める と こ ろ によ る 。  

 

 



 

令和７ 年度特定廃棄物埋立処分事業に係る モニタ リ ング業務仕様書 

 

第１  業務の目的 

国が実施する 特定廃棄物埋立処分事業（ 旧フ ク シマエコ テッ ク ク リ ーンセンタ ー及びク

リ ーンセンタ ーふたば） に関し て、 当該施設や周辺の環境モニタ リ ングを実施する こ と に

よ り 、 当該事業の安全性を確認する こ と を 目的と する 。  

 

第２  業務の内容 

本業務は、 発注者（ 以下「 甲」 と いう 。 ） と 適宜調整し 、 以下の業務を行う も のと する 。 

なお、関係法令等に基づき 必要な手続き が生じ る 場合は、当該手続き は受注者（ 以下「 乙」

と いう 。 ） が責任をも って行う も のと する 。  

 

１  調査 

別紙１ に示す方法に従い、 別紙２ －１ 、 ２ －２ について調査を 行う こ と 。  

調査の実施に際し ては、 日程、 調査地点及び試料採取・ 分析の具体的な方法及び定量下

限値並びに各種報告様式等について、 甲の指示に従う こ と 。  

調査結果は、 確定し た時点で速報と し て調査後１ か月以内に甲へメ ール等にて提出する

こ と 。  

打合せ、 事前現場確認、 調査及び報告にあたっ ては、 関連する 以下の基準等を参考にす

る こ と 。  

 

○平成二十三年三月十一日に発生し た東北地方太平洋沖地震に伴う 原子力発電所の事故に

よ り 放出さ れた放射性物質によ る 環境の汚染への対処に関する 特別措置法施行規則( 平

成 23 年 環境省令第 33 号)  

○廃棄物関係ガイ ド ラ イ ン( 平成 25 年３ 月 第２ 版環境省)  

○放射能測定法シリ ーズ（ 原子力規制庁又は文部科学省）  

○大気中放射性物質のモニタ リ ングに関する 技術参考資料（ 平成 15 年 文部科学省）  

〇管理型処分場の周辺地域の安全確保に関する 協定書（ 平成 27 年６ 月 福島県・ 富岡町・

楢葉町・ 環境省）  

〇ク リ ーンセンタ ーふたばの周辺地域の安全確保に関する 協定書（ 令和３ 年２ 月 福島県・

大熊町・ 双葉地方広域市町村圏組合・ 環境省）  

○その他関連する 基準等 

 

２  報告書の作成等 

業務完了後に提出する 報告書は以下の項目と する 。  

（ １ ） 各調査結果（ 報告様式等は甲の指示に従う こ と ）  

（ ２ ） 試料採取等の記録及び測定現場で撮影し た写真 

（ ３ ） 分析結果報告書、 計量証明書（ 計量証明の対象と なる 項目に係る も のに限る 。 ） 、 計算

書等 

1



 

（ ４ ） 甲の承認を得た協議録（ 甲と 協議を 行った場合）  

 

第３  業務履行期間 

契約締結日から 令和８ 年３ 月３ １ 日ま で 

 

第４  留意事項 

本業務の実施にあたっては、 以下の事項に留意する こ と 。  

１  作業については、 以下の規則等に準拠し 、 従事者の放射線防護・ 管理体制について十分

考慮する こ と 。  

○「 東日本大震災によ り 生じ た放射性物質によ り 汚染さ れた土壌等を除染する ための業務

等に係る 電離放射線障害防止規則」 （ 平成 23 年厚生労働省令第 152 号）  

○「 除染等業務に従事する 労働者の放射線障害防止のためのガイ ド ラ イ ン」 （ 平成 23 年基

発 1222 第６ 号）  

○「 東日本大震災によ り 生じ た放射性物質によ り 汚染さ れた土壌等を除染する ための業務

等に係る 電離放射線障害防止規則等の施行について」 （ 平成 23 年基発 1222 第７ 号）  

○電離放射線障害防止規則（ 昭和 47 年労働省令第 41 号）  

 

２  業務履行期間中に規則等が改正さ れた場合は、 甲と 協議し た上で、 必要な事項を 反映す

る よ う 検討する こ と 。  

 

３  本業務では、 試料採取及び測定作業において、 帰還困難区域内等に立ち入る こ と と なる

ため、 被ばく 線量の測定、 記録、 汚染検査など 帰還困難区域内等に係る 放射線管理の手続

き に従う こ と 。 ま た、 乙は、 試料採取及び測定等の作業者に対し て、 除染電離則又は電離

則の各基準に基づいた被ばく 線量の管理及び健康管理等を実施する こ と 。  

 

４  契約締結後、 乙は、 調査に必要な資機材や人員等を速やかに準備し て遅滞なく 対応でき

る よ う にする こ と 。  

 

５  調査時期は甲と 協議のう え詳細を 決定する こ と 。  

 

６  各調査項目において、 気温、 水温など の項目は、 乙の負担にて同時に測定する こ と 。  

 

７  調査に必要な資材、 機材及び電源等は、 全て乙の負担と する こ と 。  

 

８  採取容器は、 その都度、 甲が指定し た規格の新品を用いる こ と と し 、 その廃棄について

は乙が責任をも っ て法令等を 遵守の上、 廃棄を行う こ と 。  

 

９  試料採取にあたっては、 再検査に対応でき る 試料量及び容器本数を確保する こ と 。 なお、

試料の処分等については、 甲から 改めて指示する 。  
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10 試料採取及び測定作業中の安全確保については、 着手前に甲に安全対策に関する 計画書

（ 実施体制図、 緊急時連絡網を含む。 ） を 提出し 、 承認を得て、 安全に作業を行う こ と 。  

 

11 調査中、 事故等が発生し た場合は、 直ちに甲に報告し 、 指示を仰ぐ こ と 。  

 

12 調査の実施にあたって、 特定廃棄物埋立処分事業に支障のないよ う に行う と と も に、 各

事業に係る 設備等を破損又は汚損し ないよ う に行う こ と 。 ま た、 安全確保上必要な事項に

ついては、 施設の設置者及び管理者の指示に従う こ と 。 なお、 万が一、 破損又は汚損し た

場合には、 乙の責任において原状回復する こ と 。  

 

13 当該埋立処分施設敷地境界での調査について、 甲の指定する 場所において実施する と と

も に、 必要に応じ 、 所轄機関に対し 、 道路使用許可申請、 道路占用許可申請を行う こ と 。  

ま た、 円滑かつ確実な測定のため、 設置機材に対し 測定を阻害する 要因（ いたずら 、気象

等） への対策や盗難防止対策を講じ る こ と 。  

 

14 地権者及び地域住民に対し ては真摯に対応する こ と 。 ま た、 本調査に瑕疵があっ たため

他人に損害を生じ さ せたと き は、 適切に対応する こ と 。  

 

15 乙は、除染電離則に規定する 特定線量下業務又は除染等業務に従事する 作業員について、

安全講習会、 電離放射線健康診断及び一般健康診断、 セルフ ス ク リ ーニングの実施、 放射

線管理手帳の発行等の必要な措置を行う こ と 。  

 

16 乙は、 除染等業務に従事する 労働者の放射線障害防止のためのガイ ド ラ イ ン 第８ の２

( ３ ) の規定に基づき 、 「 除染等業務従事者等被ばく 線量登録管理制度」 に参加する こ と 。  

 

第５  成果物 

紙媒体 ： 報告書１ 部（ Ａ ４ 版）  

電子媒体： 報告書の電子データ を収納し た電子媒体（ DVD-R 等） １ 式 

報告書及びその電子データ の仕様及び記載事項は、 別添によ る こ と 。  

提出場所： 福島県生活環境部中間貯蔵・ 除染対策課 

 

第６  その他 

乙は、 本仕様書に疑義が生じ たと き 、 本仕様書によ り 難い事由が生じ たと き 、 ある いは

本仕様書に記載のない細部については、 甲と 速やかに協議し 、 その指示に従う こ と 。  
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（ 別添）  

１  電子データ の仕様 

（ １ ） Mi crosof t 社 Wi ndows10 及び Wi ndows11 上で表示可能なも のと する 。  

（ ２ ） 使用する アプリ ケーショ ンソ フ ト については、 以下のと おり と する 。  

・ 文章： Mi crosof t 社 Word 

・ 計算表： 表計算ソ フト Mi crosof t 社 Excel  

・ 画像： JPEG形式 

（ ３ ） ( ２ ) によ る 成果物に加え、「 PDF ファ イ ル形式」 によ る 成果物を作成する こ と 。  

（ ４ ） 以上の成果物の格納媒体は DVD-R 等と する 。 事業年度及び事業名称等を収納ケース 及

び DVD-R等に必ずラ ベルによ り 付記する こ と 。  

（ ５ ） 文字ポイ ント 等、 統一的な事項に関し ては甲の指示に従う こ と 。  

 

２  その他 

成果物納入後に乙側の責めによ る 不備が発見さ れた場合には、 乙は無償で速やかに必要

な措置を講ずる こ と 。  
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別紙１  

 

１  空間線量率 

（ １ ） 法令等 

「 環境大臣が定める 放射線の量の測定方法」 （ 平成 23 年 12 月 28 日環境省告示第 110 号）  

「 放射能濃度等測定方法ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 25 年３ 月環境省）  

「 放射線測定に関する ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 23 年 10 月文部科学省）  

（ ２ ） 調査方法 

ア 測定器の選定 

エネルギー補償型 NaI ( Tl ) シン チレ ーショ ン サーベイ メ ータ を 用いる 。  

イ  測定方法 

・ 測定前にバッ ク グラ ウ ン ド 計数値の測定を 行い、装置に故障等がな いこ と を 確認する 。 

・ 測定高さ は地上１ ｍ と する 。  

・ 検出器は地面と 水平と し 、 なる べく 体から 離す。  

・ 検出器は汚染防止の為、 ビ ニール袋等で覆う 。  

・ 空間線量率測定時の時定数は 10 秒と し 、 時定数の３ 倍以上の時間が経過し た後、 指示

値が安定する のを 待っ て時定数の時間間隔で５ 回指示値を 読み取る 。  

・ 読み取っ た５ 回の指示値の平均値に校正定数を 乗じ て測定結果と する 。  

・ 測定器の指示値が振り 切れる 場合はレ ン ジ を 切り 替えて測定し 、 最大レ ン ジでも 振り

切れた場合にはそのレ ン ジの最大値以上と し て読み取る か、 他の機種の測定器を 用い

て測定する 。  

（ ３ ） データ の記録 

空間線量率の測定記録に使用する 様式の例を 別表 1 に示す。 データ の表示方法を 別紙２

－２ に示す。  

 

２  大気（ 大気浮遊じ ん）  

（ １ ） 法令等 

「 放射線を 放出する 同位元素の数量等を 定める 件 別表第２ 」 （ 平成 12 年科学技術庁告示

第５ 号）  

「 放射能濃度等測定方法ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 25 年３ 月環境省）  

「 放射能測定法シリ ーズ 16（ 環境試料採取法） 」 （ 昭和 58 年文部科学省）  

「 放射能測定法シリ ーズ 36（ 大気中放射性物質測定法） 」 （ 令和４ 年６ 月原子力規制庁）  

（ ２ ） 調査方法 

ア 採取方法 

  ハイ ボリ ウ ム エアサン プラ ーを 使用（ 吸引口地上１ ｍ ） し 、 毎分 800Ｌ で 30 分吸引

する 。 浮遊じ ん量が多い場合は、 途中でろ 紙を 交換する 。  

イ  採取時の測定項目 

採取前後に、 採取地点の気象データ （ 気温、 風向・ 風速） 及び空間線量率を 測定する 。 

ウ  分析方法 

 大気浮遊じ ん中の放射能濃度は、 高純度ゲルマニウ ム 半導体検出器を 用いたγ 

線ス ペク ト ロ メ ト リ ーによ り 測定する 。 対象核種は、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 

と する 。  

 検出下限値の目安は、 ５ mBq/㎥と する 。  

（ ３ ） データ の記録 

大気（ 大気浮遊じ ん） 中の放射能濃度の採取記録に使用する 様式の例を 別表２ に示す。

データ の表示方法を 別紙２ －２ に示す。  
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３  地下水（ シート 下部湧水）  

（ １ ） 法令等 

「 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る 技術上の基準を 定める 省

令」 （ 昭和 52 年３ 月 14 日総理府・ 厚生省令第１ 号）  

「 放射能濃度等測定方法ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 25 年３ 月環境省）  

「 放射能測定法シリ ーズ 24（ 緊急時における γ線ス ぺク ト ロ メ ト リ ーのための試料前処理

法） 」 （ 令和２ 年９ 月原子力規制庁）  

（ ２ ） 採取方法 

バケ ツ 、 ス テン レ ス 製ひし ゃ く 、 採水器等を 用いて、 容器（ ２ L ポリ ビ ン 、 ガラ ス ビ ン

等） に採水する 。  

放射能濃度の調査については、 試料水で３ 回共洗いし た試料容器（ ２ L ポリ エチレ ン 広

口規格瓶（ 内蓋付き ） ） に瓶の首ま で採水し 、 内蓋を し っ かり 閉める 。  

※予備を 含め４ L 採水する こ と 。 ただし 、 ４ L 採水でき ない場合は２ L 採水する こ と 。  

有害物質等の調査については、 表１ の採水方法に従っ て規定量採水する 。  

（ ３ ） 分析方法 

放射能濃度の調査については、 ２ L マリ ネリ 容器に試料を 充填し 、 ゲルマニウ ム 半導体

検出器によ り 測定する 。 対象核種は、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 と し 、 検出下限値の

目安を １ Bq/L と する 。 ま た、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 が検出（ １ Bq/L 以下であ っ た

場合も 含む） さ れた 場合、 孔径 0. 45µmのメ ン ブレ ン フ ィ ルタ ーでろ 過し たろ 液についても

測定し 、 溶存態と 懸濁態の放射性セシウ ム 濃度を 測定する 。  

有害物質等の調査については、 別紙２ ―２ の測定方法に従っ て測定する 。  

（ ４ ） データ の記録 

地下水（ シート 下部湧水） の採取記録に使用する 様式の例を 別表３ に示す。 データ の表

示方法を 別紙２ －２ に示す。  

 

４  浸出水原水・ 処理水・ 放流水・ 防災調節池放出水 

（ １ ） 法令等 

「 放射線を 放出する 同位元素の数量等を 定める 件 別表第２ 」 （ 平成 12 年科学技術庁告示

第５ 号）  

「 放射能濃度等測定方法ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 25 年３ 月環境省）  

「 放射能測定法シリ ーズ 24（ 緊急時における γ線ス ぺク ト ロ メ ト リ ーのた めの試料前処理

法） 」 （ 令和２ 年９ 月原子力規制庁）  

「 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る 技術上の基準を 定める 省

令」 （ 昭和 52 年３ 月 14 日総理府・ 厚生省令第１ 号）  

「 ダイ オキシン 類対策特別措置法施行規則」 （ 平成 11 年 12 月 27 日総理府令第 67 号）  

（ ２ ） 採取方法 

バケ ツ 、 ス テン レ ス 製ひし ゃ く 等を 用いて、 採取容器（ ポリ ビ ン 、 ガラ ス ビ ン 等） に採取

する 。  

放射能濃度の調査については、試料水で３ 回共洗いし た試料容器（ ２ L ポリ エチレ ン 広口

規格瓶（ 内蓋付き ） ） に瓶の首ま で採水し 、 内蓋を し っ かり 閉める こ と 。  

※予備を 含め４ L 採水する こ と 。 ただし 、 ４ L 採水でき ない場合は２ L 採水する こ と 。  

有害物質等の調査については、 表１ の採水方法に従っ て規定量採水する 。  
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（ ３ ） 分析方法 

放射能濃度の調査については、２ L マリ ネリ 容器に試料を 充填し 、ゲルマニウ ム 半導体検

出器によ り 測定する 。 対象核種は、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 と し 、 検出下限値の目

安を 1Bq/L と する 。 ま た、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 が検出（ 1Bq/L 以下であっ た 場合

も 含む） さ れた場合、 孔径 0. 45µmのメ ン ブレ ン フ ィ ルタ ーでろ 過し たろ 液についても 測定

し 、 溶存態と 懸濁態の放射性セシウ ム 濃度を 測定する 。  

有害物質等の調査については、 別紙２ ―２ の測定方法に従っ て測定する 。  

（ ４ ） データ の記録 

浸出水原水、 処理水・ 放流水及び防災調節池放出水の採取記録に使用する 様式の例を 別

表４ に示す。 データ の表示方法を 別紙２ －２ に示す。  

 

５  河川水質 

（ １ ） 法令等 

「 放射線を 放出する 同位元素の数量等を 定める 件 別表第２ 」 （ 平成 12 年科学技術庁告示

第５ 号）  

「 放射能濃度等測定方法ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 25 年３ 月環境省）  

「 放射能測定法シリ ーズ 24（ 緊急時における γ線ス ぺク ト ロ メ ト リ ーのた めの試料前処理

法） 」 （ 令和２ 年９ 月原子力規制庁）  

「 水質調査方法」 （ 昭和 46 年９ 月 30 日付け環水管第 30 号、 環境庁水質保全局長通知）  

「 水質汚濁に係る 環境基準について 」 （ 昭和 46 年 12 月 28 日環境庁告示第 59 号）  

（ ２ ） 採取方法 

採水は「 水質調査方法」 に準拠し て行い、 採水日前の天気が比較的晴天が続き 、 水質の

安定し ている 日を 選ぶも のと する 。  

採水部位は、 原則と し て流心部の表層水を 採水する も のと する が、 河川合流点下流又は 

汚水流入点下流など であ っ て、 偏流の著し い場合は２ 点以上で採水し 、 それぞれの試料を

測定する こ と 。  

採水はバケ ツ 、 ス テン レ ス 製ひし ゃく 等を 用いて、 採取容器（ ポリ ビ ン 等） に採取する 。 

採水時には、 表２ に示す項目について測定する 。  

放射能濃度の調査については、 試料水で３ 回共洗いし た試料容器（ ２ L ポリ エチレ ン 広

口規格瓶（ 内蓋付き ） ） に瓶の首ま で採水し 、 内蓋を し っ かり 閉める こ と 。  

※予備を 含め４ L 採水する こ と 。 ただし 、 ４ L 採水でき ない場合は２ L 採水する こ と 。  

ふっ 素・ ほう 素の調査については、 表１ の採水方法に従っ て規定量採水する 。  

（ ３ ） 分析方法 

放射能濃度の調査については、 ２ L マリ ネリ 容器に試料を 充填し 、 ゲルマニウ ム 半導体

検出器によ り 測定する 。 対象核種は、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 と し 、 検出下限値の

目安は１ Bq/L と する 。 ま た、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 が検出（ １ Bq/L 以下であ っ た

場合も 含む） さ れた場合、 孔径 0. 45µmのメ ン ブレ ン フ ィ ルタ ーでろ 過し たろ 液についても

測定し 、 溶存態と 懸濁態の放射性セシウ ム 濃度を 測定する 。  

ふっ 素・ ほう 素の調査については、 別紙２ ―２ の測定方法に従っ て 測定する 。  

（ ４ ） データ の記録 

河川水の採取記録に使用する 様式の例を 別表５ に示す。 データ の表示方法を 別紙２ －

２ に示す。  
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６  河川底質 

（ １ ） 法令等 

「 放射能濃度等測定方法ガイ ド ラ イ ン 」 （ 平成 25 年３ 月環境省）  

「 底質調査方法」 （ 平成 24 年８ 月８ 日付け環水大水発 120725002 号、 環境省水・ 大気環境

局長通知）  

「 放射能測定法シリ ーズ 16（ 環境試料採取法） 」 （ 昭和 58 年文部科学省）  

「 放射能測定法シリ ーズ７ （ ゲルマニウ ム 半導体検出器によ る γ線ス ぺク ト ロ メ ト リ ー） 」

（ 令和２ 年９ 月原子力規制庁）  

「 放射能測定法シリ ーズ 24（ 緊急時における γ線ス ぺク ト ロ メ ト リ ーのた めの試料前処理

法） 」 （ 令和２ 年９ 月原子力規制庁）  

（ ２ ） 調査方法 

ア 試料の採取方法 

  採泥は「 底質調査方法」 に準拠し て 行い、エク マン バージ型採泥器ま たはこ れに準ずる

 採泥器によ っ て、 原則、 底質表面から  10cm程度の底質を ３ 回以上採取し 、 それら を 混合

 し て試料と する 。  

イ  分析方法 

風乾によ り 水分を 除去し 、 試料を 十分混合し た後、 U８ 容器に充填し 、 高純度ゲルマニ

ウ ム 半導体検出器を 用いた γ 線ス ペク ト ロ メ ト リ ーによ り 、湿重量当たり の放射能濃度

を 測定する 。  

ま た、 測定試料の含水率を 測定する 。 得ら れた含水率と 湿重量放射能濃度から 、 乾土

重量当たり の放射能濃度を 算出する 。  

対象核種は、 セシウ ム 134 及びセシウ ム 137 と し 、 検出下限値の目安は１ ～５ Bq/kg 

と する 。 な お、 必要に応じ て、 他のγ線放出核種も 対象と する 。  

（ ３ ） データ の記録 

河川底質の採取記録に使用する 様式の例を 別表５ に示す。 データ の表示方法を 別紙２ －

２ に示す。  
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別表１  空間線量率の測定記録（ 様式の例）  

施設の住所、 施設名 
住所：  

施設名：  

空間線量率の測定年月日    年   月   日（  ）  天候  

測定し た機器のメ ーカー名、

型式名 

メ ーカ ー名：  

型式：  

測定者名  

校正定数  機器シリ ア ル No.   

測定結果 単位： µSv/h 

測定地点 測定時刻 
地面の 

状態 
1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 平均 

測定点①  時  分        

測定点②  時  分        

測定点③  時  分        

測定点④  時  分        

測定位置（ 図面や写真を 添付）  

備考： 地面の状態と は、 土、 アス フ ァ ルト 、 芝生等を いう 。  
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別表２  大気（ 大気浮遊じ ん） の採取記録（ 様式の例）  

測定場所の住所、 施設名 
住所：  

施設名：  

試料採取年月日    年   月   日（  ） 天候  

試料採取時間等 

  時   分  ～    時   分 

開始時流量（      ） L/mi n 終了時流量（      ） L/mi n 

積算流量 （      ） m3 

試料採取者名  

風向風速 
開始  風向（    ）    風速    m/s 

終了  風向（    ）    風速    m/s 

試料採取位置（ 図面や写真を 添付）  
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別表３  地下水（ シート 下部湧水） の採取記録（ 様式の例）  

施設の所在地、 施設名 
所在地：  

施設名：  

試料採取年月日   年  月  日（  ） 天候  

採取時刻    時  分 濁り   

気温（ ℃）   水温（ ℃）   

色相  透視度（ cm）   

地下水位  Ｇ Ｌ        ｍ  

試料採取者名  

採取方法 

（ 採取器具）  
 

採取容器  

試料採取位置（ 図面や写真を 添付）  
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別表４  浸出水原水、 処理水・ 放流水及び防災調節池放出水の採取記録（ 様式の例）  

施設名  

試料採取年月日     年   月   日（   ）  天候   

試料採取者名  

試料名    

採取時刻     時    分     時    分     時    分 

気温（ ℃）     

水温（ ℃）     

濁り     

色相    

透視度( cm)     

臭気    

BOD検体の滅菌の有無  有  ・   無 有  ・   無 

試料採取方法 

（ 採取器具）  
 

採取容器  

試料採取位置（ 図面や写真を 添付）  
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別表５  河川水質、 底質の採取記録（ 様式の例）  

河川の名称、 地点名 
名称：  

地点名：  

試料採取年月日     年  月  日（   ）  
天候 

（ 前日の天候）  

 

（    ）  

河

川

水 

採取時刻    時  分 臭気  

気温（ ℃）   水温（ ℃）   

色相  透視度（ cm）   

濁り   採取位置 流心 ・  中央 ・  左岸 ・  右岸 

流況  

底

質 

採取時刻    時  分 臭気  

外観（ 性状・ 色相）   夾雑物等  

試料採取者名  

試料採取方法 

（ 採取器具）  
 

採取容器  

試料採取位置（ 図面や写真を 添付）  
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別紙2-1

令和７ 年度特定廃棄物埋立処分事業モニタ リ ング項目

市町村 施設 エリ ア 調査対象 空間線量率 放射能 有害物質等
ダイ オキ

シン類

ふっ 素

ほう 素
空間線量率 放射能 有害物質等

ダイ オキ

シン類

ふっ 素

ほう 素
空間線量率 放射能 有害物質等

ダイ オキ

シン 類

ふっ 素

ほう 素
空間線量率 放射能 有害物質等

ダイ オキ

シン 類

ふっ 素

ほう 素

空間線量率 4 4

大気浮遊じ ん 2 2

浸出水原水 1 1

処理水 1 1 1 1

放流水 1 1 1

施設内 地下水 1 1 1

水質 1 1 1 1

底質 1 1

空間線量率 6 6 6 6

大気浮遊じ ん 3 3 3 3

浸出水原水 1 1 1 1 1 1

処理水 1 1 1 1 1 1 1 1

地下水 1 1 1 1 1 1

防災調節池放出水 1 1 1 1

施設周辺河川 北沢川 水質 1 1 1 1 1 1 1 1

備考分析検体数・ 測定地点数 分析検体数・ 測定地点数 分析検体数・ 測定地点数 分析検体数・ 測定地点数
調査地点

1回目( 4～6月頃) 2回目( 7～9月頃) 3回目(10～12月頃) 4回目(1～３ 月頃)

富岡町

特定廃棄物

埋立処分施設

施設周辺

排水処理施設

施設周辺河川 六反田川

大熊町

ク リ ーン センタ ー

ふたば

施設周辺

排水処理施設

施設内
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令和５ 年度

特定廃棄物埋立処分施設

下流河川

地下水

処理水

浸出水原水

放流水

業務棟横展望台

Ｄ

北側ダス ト モニタ 建屋付近Ｂ

Ａ

Ｃ

凡例

★ 空間線量率（ 埋立地周囲）

◆ 大気（ 大気浮遊じ ん）

■ 地下水

▲ 浸出水原水

● 処理水

■ 放流水
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ク リ ーン センタ ーふたば

下流河川

地下水

埋立地 処理水

防災調整池
防災調整池

放出水

堤
体

模式図

遮水シート

調整槽
浸出水
原水

雨水（釜場、場内）
サンプリング対象

浸出水
処理施設 北

沢
川防災調節池

防災調節池
放出水

防災調節池
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表１　特定廃棄物埋立処分事業　試料採取方法一覧

（ １ ） 浸出水原水・ 処理水・ 放流水

共洗い その他

水素イ オン濃度

化学的酸素要求量

浮遊物質量

電気伝導率

塩化物イ オン

2
ポリ 瓶
( BOD用)

1L 生物化学的酸素要求量 ○

3
滅菌済みポリ 瓶
( 大腸菌数用)

100mL 大腸菌数 ×
共洗いせずに、 容器に空間が残る よ う に
採水する 。

カド ミ ウ ム及びその化合物

鉛及びその化合物

六価ク ロ ム化合物

砒素及びその化合物

水銀及びアルキル水銀
その他の水銀化合物

アルキル水銀化合物

セレ ン 及びその化合物

銅含有量

亜鉛含有量

溶解性鉄含有量

溶解性マンガン含有量

ク ロ ム 含有量

ニッ ケル含有量

5
ポリ 瓶
( CN用)

1L シアン 化合物 ○
採水後、 NaOHで検体のアルカリ 固定を 行
う こ と 。

6
褐色ガラ ス 瓶

( O-P用)
250mL 有機燐化合物 ○

7
褐色ガラ ス 瓶

（ PCB用）
1L ポリ 塩化ビフ ェ ニル × 共洗いせずに採水する 。

ト リ ク ロ ロ エチレ ン

テト ラ ク ロ ロ エチレ ン

1, 1, 1-ト リ ク ロ ロ エタ ン

ジク ロ ロ メ タ ン

四塩化炭素

1, 2-ジク ロ ロ エタ ン

1, 1-ジク ロ ロ エチレ ン

シス -1, 2-ジク ロ ロ エチレ ン

1, 1, 2-ト リ ク ロ ロ エタ ン

1, 3-ジク ロ ロ プロ ペン

ベンゼン

チウ ラ ム

シマジン

チオベンカルブ

ほう 素及びその化合物

ふっ素及びその化合物

アンモニア、 アン モニウ ム化合物、
亜硝酸化合物及び硝酸化合物

窒素含有量

燐含有量

11
褐色ガラ ス 瓶

（ 1, 4-ジオキサン用）
750mL 1, 4-ジオキサン ○

泡立たないよ う 静かに採水し 、 空気が残
ら ないよ う 密栓する 。

12
2L広口ガラ ス 瓶

( ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有
量用)

1L ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量 × 共洗いせずに採水する 。

13
ガラ ス 瓶

( フ ェ ノ ール用)
1L フ ェ ノ ール類含有量 ○

14
ガラ ス 瓶

( ダイ オキシン類用)
14L ダイ オキシン類 ×

共洗いせずに、 容器に空間が残る よ う に
採水する 。

1
ポリ 瓶
( pH用)

2L ○

容器番号 採水容器
採水量

（ 目安）
調査項目

採水時の注意事項

8
褐色ガラ ス 瓶

( VOC用)
300mL ○

泡立たないよ う 静かに採水し 、 空気が残
ら ないよ う 密栓する 。

4
ポリ 瓶

( 重金属用)
4L ○

10
ポリ 瓶
( B, F用)

2L ○

9
褐色ガラ ス 瓶
（ 農薬用）

2L ○
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（ ２ ） 地下水

共洗い その他

水素イ オン濃度

浮遊物質量

電気伝導率

塩化物イ オン

カド ミ ウ ム

鉛

六価ク ロ ム

砒素

総水銀

アルキル水銀

セレ ン

3
ポリ 瓶
( CN用)

1L 全シアン ○
採水後、 NaOHで検体のアルカリ 固定を 行
う こ と 。

4
褐色ガラ ス 瓶

（ PCB用）
1L ポリ 塩化ビフ ェ ニル × 共洗いせずに採水する 。

ト リ ク ロ ロ エチレ ン

テト ラ ク ロ ロ エチレ ン

1, 1, 1-ト リ ク ロ ロ エタ ン

ジク ロ ロ メ タ ン

四塩化炭素

ク ロ ロ エチレ ン

1, 2-ジク ロ ロ エタ ン

1, 1-ジク ロ ロ エチレ ン

1, 2-ジク ロ ロ エチレ ン( シス -1, 2-ジ
ク ロ ロ エチレ ン及びト ラ ンス -1, 2-ジ
ク ロ ロ エチレ ン)

1, 1, 2-ト リ ク ロ ロ エタ ン

1, 3-ジク ロ ロ プロ ペン

ベンゼン

チウ ラ ム

シマジン

チオベンカルブ

ふっ素

ほう 素

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

8
褐色ガラ ス 瓶

（ 1, 4-ジオキサン用）
750mL 1, 4-ジオキサン ○

泡立たないよ う 静かに採水し 、 空気が残
ら ないよ う 密栓する 。

（ ３ ） 河川水

共洗い その他

ふっ素

ほう 素

1
ポリ 瓶
( pH用)

2L ○

容器番号 採水容器
採水量

（ 目安）
調査項目

採水時の注意事項

5
褐色ガラ ス 瓶

( VOC用)
300mL ○

泡立たないよ う 静かに採水し 、 空気が残
ら ないよ う 密栓する 。

2
ポリ 瓶

( 重金属用)
4L ○

7
ポリ 瓶
( B, F用)

2L ○

6
褐色ガラ ス 瓶
（ 農薬用）

2L ○

※採水方法及び瓶の前処理については、 本表のほか、 JI S K0094、 JI S K0102-1、 J I S K0102-2及びJI S K0102-3を参考と する こ と 。 ま た、
  共洗い回数は３ 回と し 、 採水後は検体を冷蔵の上運搬する こ と 。

容器番号 採水容器
採水量

（ 目安）
調査項目

採水時の注意事項

1
ポリ 瓶
( B, F用)

1L ○
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測定項目 測定方法 単位

天候 目視によ る 判定 -

気温 日本産業規格（ 以下「 JI S」 と 略す） K0102-1 6. 2に定める 方法 ℃

水温 JI S K0102-1 6. 3に定める 方法 ℃

流量
水質調査方法( 昭和46年9月30日環水管第30号) の4( 1) カに
掲げる 方法又はJI S K0094 8. 4に定める 方法 m3/sec

透視度 JI S K0102-1 8に定める 透視度計によ る 測定( 全長 1m) 度( cm)

外観（ 色） JI S K0102-1 7に定める 方法 -

臭気 常温  嗅覚法 -

表 2　 河川水の一般項目

一
 
般
 
項
 
目
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特定廃棄物埋立処分事業　調査項目一覧 別紙２-２

１　空間線量率

単位 報告下限値
報告下限値
未満の記載

有効数字の
最大桁数

有効数字の
最小の位

エネルギー補償型
NaI ( Tl ) シン チレ ー

ショ ン サーベイ
メ ータ を 用いて測

定する 方法

μSv/h 0 － 3桁 小数点以下2桁 －

２　放射能濃度

単位 報告下限値
報告下限値
未満の記載

有効数字の
最大桁数

有効数字の
最小の位

セシウ ム 134 5 <5 2桁 整数

セシウ ム 137 5 <5 2桁 整数

セシウ ム 134 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 137 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 134 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 137 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 134 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 137 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 134 1 <1 2桁 整数

セシウ ム 137 1 <1 2桁 整数

※　 大気浮遊じ ん： 周辺の大気中の濃度限度　 　 処理水・ 放流水・ 防災調節池放出水： 公共の水域の濃度限度

　 　 地下水・ 河川水： 水道水に準じ た管理目標値( Cs-134と Cs-137の合算値)

調査項目 調査方法

表示方法

基準※

調査項目 調査方法

表示方法

基準

空間線量率

大気浮遊じ ん

ゲルマニウ ム半導
体検出器を 用いて

測定する 方法

mBq/㎥

浸出水原水 Bq/L －

処理水
放流水

防災調節池放出水
Bq/L

地下水
河川水

Bq/L 10以下

河川底質 Bq/kg －

Cs − 134

20
+

Cs − 137

30
≦1

Cs − 134

60
+

Cs − 137

90
≦1
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３　有害物質等 

（ １ ） 浸出水原水・ 処理水・ 放流水

単位 報告下限値
報告下限値
未満の記載

有効数字の
最大桁数

有効数字の
最小の位

1 環告第64号 － － － － 小数点以下1桁 5. 8以上 8. 6以下

2 環告第64号 （ mg/L） 0. 5 <0. 5 2桁 同1桁 20 以下

3 環告第64号 （ mg/L） 0. 5 <0. 5 2桁 同1桁 20 以下

4 環告第64号 （ mg/L） 1 <1 2桁 整数 10 以下

5 環告第64号 （ CFU/mL） 0 － 2桁 整数 800 以下

1 環告第64号 （ mg/L） 0. 003 <0. 003 2桁 小数点以下3桁 0. 03 以下

2 環告第64号 （ mg/L） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 0. 5 以下

3 環告第64号 （ mg/L） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 1 以下

4 環告第64号 （ mg/L） 0. 05 <0. 05 2桁 同2桁 0. 1 以下

5 環告第64号 （ mg/L） 0. 02 <0. 02 2桁 同2桁 0. 2 以下

6 環告第64号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 0. 1 以下

7 環告第64号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 0. 005 以下

8 環告第64号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 検出さ れないこ と

9 環告第64号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 0. 003 以下

10 環告第64号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 1 以下

11 環告第64号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 0. 1 以下

12 環告第64号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 3 以下

13 環告第64号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 2 以下

14 環告第64号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 02 以下

15 環告第64号 （ mg/L） 0. 004 <0. 004 2桁 同3桁 0. 04 以下

16 環告第64号 （ mg/L） 0. 02 <0. 02 2桁 同2桁 0. 2 以下

17 環告第64号 （ mg/L） 0. 04 <0. 04 2桁 同2桁 0. 4 以下

18 環告第64号 （ mg/L） 0. 006 <0. 006 2桁 同3桁 0. 06 以下

19 環告第64号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 02 以下

20 環告第64号 （ mg/L） 0. 006 <0. 006 2桁 同3桁 0. 06 以下

21 環告第64号 （ mg/L） 0. 003 <0. 003 2桁 同3桁 0. 03 以下

22 環告第64号 （ mg/L） 0. 02 <0. 02 2桁 同2桁 0. 2 以下

23 環告第64号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 0. 1 以下

24 環告第64号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 0. 1 以下

25 環告第64号 （ mg/L） 0. 8 <0. 8 2桁 同1桁 8 以下

26 環告第64号 （ mg/L） 0. 2 <0. 2 2桁 同1桁 10 以下

27 環告第64号 （ mg/L） 2 <2 3桁 整数 100 以下

28 環告第64号 （ mg/L） 0. 05 <0. 05 2桁 小数点以下2桁 0. 5 以下

1 環告第64号 （ mg/L） 0. 5 <0. 5 2桁 同1桁
1 以下( 鉱油類)

10 以下( 動植物油脂類)

2 環告第64号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 1 以下

3 環告第64号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 1 以下

4 環告第64号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 2 以下

5 環告第64号 （ mg/L） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 10 以下

6 環告第64号 （ mg/L） 0. 02 <0. 02 2桁 同2桁 10 以下

7 環告第64号 （ mg/L） 0. 05 <0. 05 2桁 同2桁 2 以下

1 環告第64号 （ mg/L） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 15 以下

2 環告第64号 （ mg/L） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 16 以下

3 電気伝導率 日本産業規格K0102-1 13 ( mS/m) 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 －

4 日本産業規格K0102-2 6 （ mg/L） 2 <2 3桁 整数 －

5 日本産業規格K0102-3 18 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 2 以下

6 日本産業規格K0312 （ pg-TEQ/L） 0 － 2桁 － 10 以下

調査項目 測定方法

表示方法

基準※

一
般
項
目

水素イ オン 濃度

生物化学的酸素要求量

化学的酸素要求量

浮遊物質量

大腸菌数

1, 2-ジク ロ ロ エタ ン

有
　
　
害
　
　
物
　
　
質
　
　
項
　
　
目

カ ド ミ ウ ム 及びその化合物

シアン 化合物

有機燐化合物

鉛及びその化合物

六価ク ロ ム 化合物

砒素及びその化合物

水銀及びアルキル水銀
その他の水銀化合物

アルキル水銀化合物

ポリ 塩化ビ フ ェ ニル

ト リ ク ロ ロ エチレ ン

テト ラ ク ロ ロ エチレ ン

1, 1, 1-ト リ ク ロ ロ エタ ン

ジク ロ ロ メ タ ン

四塩化炭素

アン モニア、 アン モニウ ム 化合物、
亜硝酸化合物及び硝酸化合物

1, 1-ジク ロ ロ エチレ ン

シス -1, 2-ジク ロ ロ エチレ ン

1, 1, 2-ト リ ク ロ ロ エタ ン

1, 3-ジク ロ ロ プロ ペン

チウ ラ ム

シマジン

チオベン カ ルブ

ベン ゼン

セレ ン 及びその化合物

ふっ 素及びその化合物

ほう 素及びその化合物

1, 4-ジオキ サン

特
　
殊
　
項
　
目

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量

フ ェ ノ ール類含有量

銅含有量

亜鉛含有量

溶解性鉄含有量

溶解性マン ガン 含有量

ク ロ ム 含有量

そ
の
他

窒素含有量

燐含有量

塩化物イ オン

ニッ ケル含有量

ダイ オキ シン 類

※　 基準は、 以下のう ちの最低値と し た。
　 　 ・ 「 放射性物質汚染対処特別措置法施行規則」 で定める 特定廃棄物の埋立処分の基準
　 　 ・ 「 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る 技術上の基準を 定める 省令」 で定める 技術上の基準
　 　 ・ 「 福島県産業廃棄物処理指導要綱」 で定める 排水基準
　 　 ・ 「 福島県生活環境の保全等に関する 条例」 で定める 排水指定事業場排水基準
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（ ２ ） 地下水

単位 報告下限値
報告下限値
未満の記載

有効数字の
最大桁数

有効数字の
最小の位

水素イ オン 濃度 環告第64号 － － － － 小数点以下１ 桁 －

浮遊物質量 環告第64号 （ mg/L） 1 <1 2桁 整数 －

カ ド ミ ウ ム 環告第10号 （ mg/L） 0. 0003 <0. 0003 2桁 小数点以下4桁 0. 003 以下

全シアン 環告第10号 （ mg/L） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 検出さ れないこ と

鉛 環告第10号 （ mg/L） 0. 005 <0. 005 2桁 同3桁 0. 01 以下

六価ク ロ ム 環告第10号 （ mg/L） 0. 01 <0. 01 2桁 同2桁 0. 02 以下

砒素 環告第10号 （ mg/L） 0. 005 <0. 005 2桁 同3桁 0. 01 以下

総水銀 環告第10号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 0. 0005 以下

アルキル水銀 環告第10号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 検出さ れないこ と

ポリ 塩化ビ フ ェ ニル 環告第10号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 検出さ れないこ と

ト リ ク ロ ロ エチレ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 001 <0. 001 2桁 同3桁 0. 01 以下

テト ラ ク ロ ロ エチレ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 0. 01 以下

1, 1, 1-ト リ ク ロ ロ エタ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0005 <0. 0005 2桁 同4桁 1 以下

ジク ロ ロ メ タ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 02 以下

四塩化炭素 環告第10号 （ mg/L） 0. 0002 <0. 0002 2桁 同4桁 0. 002 以下

ク ロ ロ エチレ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0002 <0. 0002 2桁 同4桁 0. 002 以下

1, 2-ジク ロ ロ エタ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0004 <0. 0004 2桁 同4桁 0. 004 以下

1, 1-ジク ロ ロ エチレ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 1 以下

環告第10号 （ mg/L）
0. 004

（ 各0. 002）
<0. 004

（ 各<0. 002）
2桁 同3桁 0. 04 以下

1, 1, 2-ト リ ク ロ ロ エタ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0006 <0. 0006 2桁 同4桁 0. 006 以下

1, 3-ジク ロ ロ プロ ペン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0002 <0. 0002 2桁 同4桁 0. 002 以下

チウ ラ ム 環告第10号 （ mg/L） 0. 0006 <0. 0006 2桁 同4桁 0. 006 以下

シマジン 環告第10号 （ mg/L） 0. 0003 <0. 0003 2桁 同4桁 0. 003 以下

チオベン カ ルブ 環告第10号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 02 以下

ベン ゼン 環告第10号 （ mg/L） 0. 001 <0. 001 2桁 同3桁 0. 01 以下

セレ ン 環告第10号 （ mg/L） 0. 002 <0. 002 2桁 同3桁 0. 01 以下

ふっ 素 環告第10号 （ mg/L） 0. 08 <0. 08 2桁 同2桁 0. 8 以下

ほう 素 環告第10号 （ mg/L） 0. 02 <0. 02 2桁 同2桁 1 以下

環告第10号 （ mg/L）
0. 2

（ 各0. 1）
<0. 2

（ 各0. 1）
2桁 同1桁 10 以下

環告第10号 （ mg/L） 0. 005 <0. 005 2桁 同3桁 0. 05 以下

電気伝導率 日本産業規格K0102-1 13 （ mS/m） 0. 1 <0. 1 2桁 同1桁 －

塩化物イ オン 日本産業規格K0102-2 6 （ mg/L） 2 <2 3桁 整数 －

（ ３ ） 河川水

単位 報告下限値
報告下限値
未満の記載

有効数字の
最大桁数

有効数字の
最小の位

ふっ 素 環告第59号 （ mg/L） 0. 08 <0. 08 2桁 小数点以下2桁 0. 8 以下

ほう 素 環告第59号 （ mg/L） 0. 02 <0. 02 2桁 同2桁 1 以下

※　 「 水質汚濁に係る 環境基準」 （ 昭和46年環境庁告示第59号）

1, 2-ジク ロ ロ エチレ ン
( シス -1, 2-ジク ロ ロ エチレ ン 及び
 ト ラ ン ス -1, 2-ジク ロ ロ エチレ ン )

調査項目 測定方法

表示方法

基準※

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

1, 4-ジオキ サン

※　 「 地下水の水質汚濁に係る 環境基準について」 ( 平成9年環境庁告示第10号)

調査項目 測定方法

表示方法

基準※
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